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Abstract: Many previous studies on definition of Japanese metropolitan areas defined them based on existing 

geographical divisions such as prefecture and municipality. However, it is possible to constantly change structure 

of them due to disasters or economic situation. It is considered that monitoring of them is difficult based on 

existing statistics or GIS data. This study therefore extracts some groups of companies with strong relationship 

between them using current data of business transactions and analyzes their spatial distribution. As a result, it is 

expected to redefine metropolitan areas objectively and quantitatively. 
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1. はじめに 

去る2011年 3月 11日に発生した東日本大震災

によって，被災地の多くの企業が経済的ダメージ

を受けた．しかしながら，実は経済的ダメージを

受けたのは被災地の企業だけではなく，それらと

取引をしていた被災地以外の企業もまた，間接的

に被害をこうむった．齊藤（2012）によると，「東

北以外の地域でも，被災地の取引先の割合は 3％

未満に過ぎないが，取引先の取引先まで含めると

5～6割，さらなる取引先まで含めると 9割近くな

り，被災地の企業と関係を持たない企業はほとん

どいない」という．このような背景の中，これか

ら起こると言われる南海トラフ地震や，首都直下

型地震に向けて，日本の経済構造を把握すること

は，経済的損失を予測し最低限に抑えるためにも

非常に重要であると考えられる． 

では日本の経済構造を把握するためには，どの

ような情報を得ることが効果的であろうか．その

答えの一つとして，企業間取引情報に着目すると

よいと考えられる．企業間取引情報とは，どこの

どのような企業同士がどのような取引をどれだ

けの額やったかに関する情報で，まさに日本の中

で起こっているお金の流れそのものの情報であ

るため，非常に有用である．企業間取引情報を得

ることはこれまでは簡単ではなかったが，近年で

は企業間取引データというビッグデータのおか

げでそれが可能になりつつある．そこで本研究で

は，2008 年～2014 年までの全国の約７０万企業

の約500万取引を集計した最新の企業間取引デー

タを利用して，全国の企業間ネットワークを可視

化したうえで，よりつながりの強い企業群を抽出

し，その空間的な分布を分析することにより，定

量的・客観的な都市圏を再定義することを目指す．

都市圏を再定義することによって，日本の経済構

造としてどの地域が相互に影響を与えやすいか
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が分かり，震災時のリスク予測などに活用するこ

とができると考えられる． 

企業間取引データを用いて経済構造を明らか

にしようとした研究は，飯野・家富（2010），大

西・高安（2010）などがあるが，ネットワーク上

での構造を明らかにしようとしたものが多く，実

空間での圏域を明らかにしようとしたものはな

かった．また，都市圏を定義しようとする研究と

しては，福本・北野（2010），矢部（2010），金本・

徳岡（2002）のようなものがあるが，市区町村単

位や都道府県単位での人の流動データなどを利

用したものが多く，既存の地理的境界線から抜け

出せていなかった．もし，市区町村や都道府県と

いった既存の集計単位の制約を受けること無く

都市圏の定義ができれば，より実態に即した客観

的な結果が得られるものと考えられる． 

 

2. 手法の概略 

 企業間取引を可視化する手法として「花火図」

と呼ばれるものがある．中小企業庁（2014）によ

ると，企業間取引構造を分析している際に見えて

くる花火のようなネットワーク図を「花火図」と

呼んでいる．このような図は，行政区域を超えた

企業間取引構造を把握するうえで有用である． 

そこで本研究では企業間取引データのうち年

間取引額に着目し，それをラインデータとして取

引企業同士を結ぶことで，花火図として地図上に

表した．その際，取引発注社の業種によってどの

ように取引構造の特徴に差が生まれるかを検証

した． 

また本研究では取引の重要度を式１で定義し

た． 

rij=tij/log(dij-1)           (1) 

tijは企業 i と j の取引額，dijは企業間距離，

rijは取引の重要度である．そして一定以上の重要

度の取引ラインのみを表示させることで，つなが

りの強い企業のみが結ばれた花火図を作成した． 

  

3. 適用例 

3.1 取引発注社業種別花火図  

 2008 年の企業間取引データを発注社業種別に

可視化したところ，いくつかの特徴が見いだすこ

とができた．図１～３は発注社の業種がそれぞれ

漁業，金融・保険，公務の取引ラインを図示した 

ものであるが，図を見比べてみると，図１では比

較的全国に散らばって取引が行われているのに

対し，図２と図３では多くの取引が東京を中心と

して行われている事が分かる．また図３において

は，東京と取引が行われている地点からさらに，

その近郊へと取引が行われている傾向がある．こ

れは漁業関連の会社と比較して，金融・保険会社

は東京に一極集中していることによるものと考

えられる．また図 3 に見られる現象は東京から伸

びるラインが中央省庁からの発注，地方から近郊

に伸びるラインは地方自治体からの発注を表し

ているものと考えられる． 

 このようにして，企業間取引関係を花火図とし

て可視化することによって，業種ごとの企業間取

引構造を分かりやすく示すことが出来る． 

3.2 重要度の高い取引ラインによる花火図 

 図 4 に 2008 年の企業間取引ラインのうち，重

要度が400以上である取引のみを表示した結果を

示す．赤色の部分ほど，つながりの強い企業関係

を表しており，東京圏，中京圏，阪神圏をはじめ

とする都市圏が浮かび上がっていることが分か

る．また，図-5 は金本・徳岡（2002）が定義し

た日本の都市雇用圏を表しているが，図-4 の赤色

部と都市雇用圏の分布がほとんど一致している

ことが分かる．このことから，企業間取引を可視

化し，その中でも重要度の高い取引により花火図

を作成する今回の手法は，都市圏を明らかにする

ためのある程度のポテンシャルを持っているこ

とが明らかとなった． 

 

 



図-1:発注社業種が漁業の取引ライン（2008） 

 

図-2:発注社業種が金融・保険の取引ライン（2008） 

 

図-3:発注社業種が公務の取引ライン（2008） 

 

図-4:重要度別取引ライン（2008） 
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図-5:大都市雇用圏地図（1995）（出典: 

http://www.csis.u-tokyo.ac.jp/UEA/uea_map.html） 

 

4. おわりに 

 本研究により，企業間取引データから日本の取

引ネットワークを可視化し，つながりの強い企業

の集中する都市圏をある程度見出すことができ

た．しかし，どの程度の重要度の取引で結ばれた

もの同士を，同じ都市圏に属する企業とみなすか

は，その根拠を定量的に示す手法が現状では存在

しないため，現段階では具体的な都市圏の定義に

はいたらなかった． 

 そこで今後の展望としては，取引を可視化する

前に，まず全ての企業のネットワークの中で

modularity 指標に基づくグラフ・クラスタリング

を行い，コミュニティを抽出することが考えられ

る．この手法では，企業をいくつのコミュニティ

に分けることが最適であるかが定量的に分かる

ため，根拠のある都市圏定義が期待される．また，

時系列ごとに定義された都市圏構造を比較する

ことも，震災などによってどのように日本の経済

構造が変わるかを知るために重要であると考え

られる． 
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